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Ⅱ 教育委員会の事務の管理及び執行の状況と評価

本県では、人口の社会減への対応やひとづくりの推進など明日の新潟の飛

躍につながる取組が喫緊の課題となっており、「個を伸ばす教育」の重要性が

一層増していることから、教育施策のより積極的で具体的な展開を図るため、

昨年４月に新たに今後取り組むべき施策の推進方向を体系的に整理した「新

潟県教育振興基本計画」を策定した。

本計画は、６つの基本方針と27の施策の展開方向を定め、具体的な施策や

事業に取り組むこととしており、これらの施策を効果的に推進するため、平

成26年度の県教育委員会の活動について、「新潟県教育振興基本計画」の各基

本方針と施策の展開方向に沿って、執行の状況をまとめ評価を行った。

評価に当たっては、６名の教育委員による教育委員協議会を開催し、議論

を重ねるとともに、学識経験者として、新潟大学大学院 井口清太郎 特任教

授、株式会社博進堂 清水伸 社長から協議の場に同席いただき、示唆に富む

貴重な意見をいただいた。これらの協議を通じて交換された意見の趣旨を踏

まえて、最終的な評価としたものである。

なお、個別の評価は、各基本方針を大項目とし、それに係る施策の展開方

向を小項目として、平成26年度における施策の執行状況、及びそれに対する

評価、今後の対応について記載した（総務管理部が所管する一部の項目は点

検・評価の対象外）。評価基準は以下のとおりである。

評価基準表

大項目 小項目

　順調に達成しているもの

　（施策・事業を順調に実施し、著しい成果が得られたもの）

　概ね順調に達成しているもの

　（施策・事業を順調に実施し、ほぼ想定どおりの成果が得られたもの）

　達成に向けて課題を残すもの

　（施策・事業を実施したが、想定どおりの成果は得られなかったもの）

　施策や事業の見直しが必要なもの

　（施策・事業を実施したが、ほとんど成果が得られなかったもの）
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